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新地方公会計制度（財務４表作成）の推移 

１．夕張市の破綻（平成１８年６月以前） 

         ↓ 

２．財務４表の作成・公表（平成20年度～） 

    ・貸借対照表（ＢＳ）・・・・・・・・・・・・・・・・固定資産台帳の作成 

  ・行政ｺｽﾄ計算書（ＰＬ）             ↓ 

  ・純資産変動計算書（ＮＷ）      資産更新問題の重要な鍵 

  ・資金収支計算書（ＣＦ）  

         ↓ 

３．アカウンタビィティ（説明責任）の履行・・・現行の官庁会計決算書 

         ↓                 は民間では理解し難い 

４．有効活用の実施   

    ①住民説明会 ②ＢＳ探検隊 ③習志野家の家計簿ﾁｪｯｸ 

    ④施設の統廃合 

公表から７年が経った・・・習志野市の推移と特徴    
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習志野市（平成26年度）の概要① 

金融資産 

(330) 

事業用資産 

(1,101) 

負債(1,029) 

純資産 

(3,973) 

将来世代の 

負担を示す 

20.6％ 

純資産比率 
79.4％ 
= 3,973 / 5,002 

 

実質純資産比率 
28.1％ 
= (3,973-3,571) / 

  (5,002- 3,571) 

単年度の資金
繰りに影響 

資産債務改革 

の対象資産 

資産維持費の検討 
 

資産の更新問題 

 

ストック(ＢＳ) 

インフラ資産 

(3,571) 

資産合計(5,002億円) 

（単位：億円） 
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習志野市（平成26年度）の概要② 

人件費(148) 

社会保障費 

補助金(362) 

税収 

補助金 

(795) 

 

行政手数料
(217) 

（注） 

公会計では税収は行政コス
ト計算書には計上されない 

経費等の圧縮 

(財源余剰の 

創出) 

↓ 

経営力の差 
経費(221) 

利子等(20) 

行政コスト計算書 

費用合計(751億円) 

（単位：億円） 今後は補助金が減少 

（税金は？） 

社会保障費は 

減らない 
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貸借対照表のポイント 

（１）基金・資金の増加 

  ・固定資産の購入（建築）抑制  

  ・資金（未収金）の回収（積立） 

（２）地方債・借入金の減少 

  ・適正な残高水準というものは判断が難しいが、利息の減少は重要  

（３）ガス・水道事業の会計の変更による借入金等の増加 

  ・平成26年度から会計制度の変更あり 

     工事（資産）に関する借入金 

       資本金<純資産>⇒ 企業債<借入金等> 

      工事（資産）に関する補助金 

             資本剰余金<純資産> ⇒ 長期前受金<借入金等>    
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今後の資金必要額 

の確保 
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行政コスト計算書のポイント 

（１）物件費・経費の推移 

    ・維持修繕費 東日本災害復旧費（道路等）14億円強 

（２）支払利息の逓減 

    ・公債等残高の減少 

    ・高金利の公債の返済がすすむ 

（３）社会保障費補助金等の逓増 

    ・全国的な逓増傾向 

     生活保護費2.6億円増 

      子育て世帯臨時特例給付金2億円弱  

（４）業務関連収益 

   ・施設の民間委託に関連する売却益（資金は昨年度受領済）  
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資産更新問題への対応のポイント 

資産の更新問題 ＝ 莫大な資金が必要となる  マクロの検討 

  
 １．適正な資産規模の達成（施設の統廃合を含む）      

    → 投資額およびメンテナンスのトータルコストを逓減させる 

 

 ２．適切な維持修繕による資産の長寿命化 

    → 耐用年数の延長により実質的な投資コストの削減 

 

 ３．経営資源（ﾋﾄ・ﾓﾉ・ｶﾈ）を優先的に集中して投資する 
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 ① 維持費を含めた投資額の検討 

      （利用者の）使い勝手と維持費のバランスの調整 

 ② 民間活力の活用 

      例えばPFIの活用・・・サービスの向上とコスト低減の追求    



（参考）PFI 

（１）ＰＦＩとは  （公営住宅・上下水道・駐車場・給食ｾﾝﾀｰ・図書館等が対象） 

    ・公共施設等の設計・建設・改修・更新や維持管理・運営を行う公共 

       事業の手法（実施経験は自治体の約１割） 

（２）仕組み 

     

     

 

 

 

 

 

（３）ポイント（課題） 

    ・コスト低減を前提に如何にｻｰﾋﾞｽの上昇を確保するか 
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自治体 

SPC 親会社 銀行等 

ＰＦＩ契約 

出資 融資 

請負契約 委託 



地方自治体運営の今後のﾎﾟｲﾝﾄ 

１．行政側の課題 

   継続的見直し(行政評価等による事業費,人件費を含めた経費) 

        →  自主財源の確保 

２．住民側の課題 

   過度な行政依存の回避 ⇔ 経費とのバランス  
      全体最適への理解・・・最終的な負担は住民が負う 

３．資産に対する適切な認識 

    インフラ資産はコストがかかる（取得・メンテナンス）ことを 

    適切に認識するとともに、今後、資金をどのように調達するか 

    は行政と住民にて考える必要がある 
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敢えて昨年と同じ堤言をします！ 


